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（参考）用地調査点検等業務費積算基準（改題前：用地関係資料作成整理等業務費積算基準） 新旧対照表 

 

（新） （旧） 

  

（参考）用地調査点検等技術業務費積算基準 （参考）用地関係資料作成整理等業務積算基準 

  

 【削除】 

 

第１ 適用範囲 

 

この積算基準は、用地調査点検等技術業務を委託する場合の業務費を積算する

ときに適用するものとする。 

 

第２ 積算基準 

 

１ 業務費の構成 

この積算基準による業務費の構成は、原則として、次によるものとする。 

第１節 用地関係資料作成整理等業務費積算基準  

 

１－１ 適用範囲 

 

この積算基準は，用地関係資料作成整理等業務に適用する。 

 

 

１－２ 業務費 

 

１ 業務費の構成 

この積算基準による業務費の構成は，原則として，次によるものとする。 

    

 

    

  

２ 業務費の内容 

（１）直接原価 

直接原価は、直接人件費及び直接経費に区分するものとする。 

１）直接人件費 

直接人件費は、業務処理に従事する技術者の人件費とする。 

２）直接経費 

２  業務費構成費目の内容 

 

（1） 直接原価 

① 直接人件費 

直接人件費は，業務処理に従事する技術者の人件費とする。 

② 直接経費 
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直接経費は、業務処理に必要な経費のうち次に掲げるものとする。 

① 材料費等 

材料費等は、業務を実施するに当たって必要な材料等の費用とする。 

② 旅費交通費 

旅費交通費は、業務を実施するために必要な交通、滞在、運搬等の費用と

する。 

   【削除】 

    

 

③ 登記簿等交付手数料 

登記簿等交付手数料は、業務を実施するために必要な交付申請等の費用と

する。 

これ以外の直接経費については、その他原価として計上する。 

（２）その他原価 

その他原価は、間接原価及び直接経費（積上計上するものを除く。）からな

る。 

 

１）間接原価 

間接原価は、当該業務担当部署の事務職員の人件費及び福利厚生費、水道

光熱費等の経費とする。 

（３）一般管理費等 

業務を処理する補償コンサルタントにおける経費等のうち直接原価、間接原

価以外の経費。一般管理費等は、一般管理費及び付加利益よりなる。 

１）一般管理費 

一般管理費は、補償コンサルタントの当該業務担当部署以外の経費であっ

て、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用

品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家

賃、減価償却費、租税公課、保険料及び雑費等を含む。 

２）付加利益 

付加利益は、当該業務を実施する補償コンサルタントを継続的に運営する

のに要する費用であって、法人税、地方税、株主配当金、役員賞与金、内部

保留金、支払利息、割引料及び支払保証料その他の営業外費用等を含む。 

（４）消費税等相当額 

消費税等相当額は、消費税及び地方消費税相当分とする。 

直接経費は，業務処理に必要な経費のうち次に掲げるものとする。 

（a）材料費等 

材料費等は，業務を実施するに当たって必要な材料等の費用とする。 

（b）旅費交通費 

旅費交通費は，業務を実施するために必要な交通，滞在，運搬等の費用と

する。 

（c）作業費 

作業費は，業務を実施するために必要な掘削，樹木の伐採，保安員等の費

用とする。 

（d）登記簿等閲覧手数料 

登記簿等閲覧手数料は，業務を実施するために必要な閲覧申請等の費用と

する。 

これ以外の経費については，その他原価として計上する。 

（2） その他原価 

その他原価は，間接原価及び直接経費（積上計上するものを除く。）からな

る。 

なお，業務実績の登録に要する費用を含む。 

① 間接原価 

間接原価は，当該業務担当部署の事務職員の人件費及び福利厚生費，水道

光熱費等の経費とする。 

（3） 一般管理費等 

業務を処理する建設コンサルタント等における経費等のうち直接原価，間接

原価以外の経費。一般管理費等は，一 般管理費及び付加利益よりなる。 

① 一般管理費 

一般管理費は，建設コンサルタント等の当該業務担当部署以外の経費であ

って，役員報酬，従業員給与手当，退職金，法定福利費，福利厚生費，事務

用品費，通信交通費，動力用水光熱費，広告宣伝費，交際費，寄付金，地代 

家賃，減価償却費，租税公課，保険料，雑費等を含む。 

② 付加利益 

付加利益は，当該業務を実施する建設コンサルタント等を継続的に運営す

るのに要する費用であって，法人税， 地方税，株主配当金，役員賞与金，

内部保留金，支払利息及び割引料，支払保証料その他の営業外費用等を含む。 
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第３ 業務費の積算 １－３ 業務費の積算 

  

１ 業務費の積算方式 

業務費  ＝（業務価格）＋（消費税等相当額） 

＝｛（業務原価）＋（一般管理費等）｝＋（消費税等相当額） 

＝〔｛（直接人件費）＋(直接経費)＋(その他原価)｝＋(一般管理費

等)〕×｛１＋(消費税等税率)｝ 

１ 業務費の積算方式 

業務費  ＝（業務価格）＋（消費税等相当額） 

＝｛（業務原価）＋（一般管理費等）｝＋（消費税相当額） 

＝〔｛（直接人件費）＋(直接経費)＋(その他原価)｝＋(一般管理費

等)〕×｛１＋(消費税率)｝ 

  

２ 各構成費目の積算 

 

（１）直接人件費 

直接人件費の基準日額（技術者単価）は、岐阜県が別途通知する「設計業務

委託等技術者単価」によるものとし、労務単価は、岐阜県が別途通知する「公

共工事設計労務単価」によるものとする。 

（２）直接経費 

直接経費は、第２ ２(１)２)の各項目について必要額を積算するものとし、

第２ ２(１)２)の各項目以外については、その他原価として計上する。 

１）材料費等 

材料費等は、次式により積算した額を計上する。この場合の計上額は１円

単位（１円未満切捨て）とする。 

（材料費等）＝（直接人件費）× ７パーセント 

２）旅費交通費 

    宿泊、滞在を伴わない業務の場合の旅費交通費の積算に当たっては、直接

人件費に対し、下記表の率を乗じた額を旅費交通費として積算する。 

往復旅行時間にかかる直接人件費は積算上含まれているため、別途計上し

ない。 

現地条件等により下記表によりがたい場合は、国土交通省の定める設計業

務等標準積算基準書（参考資料）第１編総則第２章積算基準第１節積算基準

１－３－３を適用する。 

 

区分 旅費交通費 

用地調査点検等技術業務 直接人件費の1.62パーセント 

     注１ 旅費交通費の率は、打合せ、外業に要する費用とし、公共交通機

２ 各構成費目の積算 

 

（1） 直接人件費 

直接人件費は，用地関係資料作成整理等業務に従事する技術者の人件費とす

る。なお，名称およびその基準日額は 別途定める。 

（2） 直接経費 

直接経費は，１-２-２，(1)，②の各項目について必要額を積算するものと

し，１-２-２，(1)，②の各項目以外に ついては，その他原価として計上する。 

① 材料費等 

材料費等は，次式により算定した額を計上する。この場合の計上額は１円

単位（１円未満切捨て）とする。 

（材料費等）＝（直接人件費）× ７パーセント 

② 旅費交通費 

旅費交通費は，岐阜県の「岐阜県職員等旅費条例」等に準じて積算するも

のとする。 
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関料金、連絡車（ライトバン）運転に係る損料、ガソリン代、高速

道路等の料金等は含まれているため、別途計上しない。 

【削除】 

 

 

 

３）登記簿等交付手数料 

登記簿等交付手数料の積算は、公用の無料交付申請書による場合は、計上

しないものとする。なお、公用の無料交付申請書によらない場合は、管轄法

務局等で登記簿等の交付を受けるにあたって必要な場合に計上する。なお、

その手数料額は、登記手数料令（昭和24年5月31日政令第140号）によるもの

とし、第９登記簿等交付手数料を適用する。 

 

③ 作業費 

作業費は，掘削，樹木の伐採，保安員等が特に必要と認められる場合に計

上する。なお，その基準単価は，別途「公共工事設計労務単価」の普通作業

員の単価によるものとする。 

④ 登記簿等閲覧手数料 

登記簿等閲覧手数料の積算は，公用の無料申請書による場合は、計上しな

いものとする。なお、公用の無料交付申請書によらない場合は、管轄法務局

等で登記簿等の閲覧にあたって必要な場合に計上する。なお，その手数料額

は，別途「登記手数料令」によるものとし，３-５登記簿等閲覧手数料を適

用する。 

  

（３）及び（４） 略 (3）及び(4）略 

  

（５）消費税等相当額 

消費税等相当額は、業務価格に消費税等の税率を乗じて得た額とする。 

消費税等相当額 ＝〔{（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）}

＋（一般管理費等）〕×（消費税等税率） 

(5)消費税等相当額 

消費税相当額は、業務価格に消費税の税率を乗じて得た額とする。 

消費税相当額 ＝〔{（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）＋（一

般管理費等）〕×（消費税率） 

  

第４ 設計変更の積算 １－４ 設計変更の積算 

  

業務委託の設計変更は、官積算書をもとにして次式により算出する。 

 
  設計変更における業務費（業務委託料）の変更は、官積算書を基にして次式に

より算出する。 

 

   

  
（注）１．変更官積算業務価格は、官単位、官経費をもとに当初設計と同一方法

により積算する。 

２．直前の請負額、直前の官積算額は、消費税等相当額を含んだ額とする。 

 

 注１ 変更官積算業務価格は、官単位、官経費をもとに当初設計と同一方法によ

り積算する。 

注２ 第○回の請負額、直前の官積算額は、消費税等相当額を含んだ額とする。 
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第５ 用地調査点検等技術業務の標準歩掛 

 

 【削除】 

 

 【削除】 

 

 

 

１ 作業区分 

 

用地調査点検等技術業務の作業区分は、以下のとおりとする。 

第２節 用地関係資料作成整理等業務標準歩掛 

 

２－１  用地関係資料作成整理等業務 

 

１ 適用範囲 

 

本歩掛は, 用地関係資料作成整理等業務に適用する。 

 

２ 作業区分 

 

用地関係資料作成整理等業務の作業区分は，以下のとおりとする。 
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２ 標準歩掛 

 

（１）打合せ協議 

 

用地調査点検等技術業務の実施に際して行う打合せ協議の直接人件費の積

算は、次表により行うものとする。 

２－２ 打合せ業務 

 

１ 打合せ協議 

 

打合せ協議は，用地関係資料作成整理等業務の適正な執行を期するために必要

となる監督員との協議等で，これに要する直接人件費の積算は，次表により行う

ものとする。 

業務の実施に当たっては，業務着手時，成果品納入時に業務全体計画等に関す

る打合せを行うことを基本とし，必要 に応じて打合せを増加することができる

ものとする。 

  

  

 注１. 打合せ協議には、打合せ記録簿の作成時間及び移動時間（片道所要時間１

時間程度以内）を含むものとする。 

注２. 中間打合せの回数は、１月当たり１回を基本とし、必要に応じて、中間打

合せ回数を増減して計上するものとする。 

注３. 計上する中間打合せは、発注者及び受注者の双方において打合せを行う必

要があると判断され、（主任・一般）監督員と、管理技術者を含む担当技術

者又は業務従事者によって、対面方式により行われるものに限る。 

 （注）１．往復旅行時間にかかる基準日額を含むものとする。 

２．打合せ協議の回数を増加する場合は，１回について打合せ協議（加算

額）１回の人員を加算するものとする。 

  

 【削除】 

 

（２）作業計画の策定 

 

用地調査点検等技術業務の実施に伴う作業計画書の作成に要する直接人件

費の積算は、次表により行うものとする。 

２－３ 作業計画 

 

１ 作業計画の策定 

 

  用地関係資料作成整理等業務の実施に伴う作業計画書の作成に要す直接人件

費の積算は、次表により行うものとする。 

  

  表 略   表 略 

  

 【削除】 

 

２－４ 標準歩掛・標準歩掛の補正 
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（３）用地調査等の工程管理補助 

工程管理補助は、用地調査等の適正な履行を確認するために必要な立会いを

行うもので、これに要する直接人件費の積算は、表１－１、表１－２により行

うものとする。 

① 用地調査等の打合せに立ち会わせ、技術的説明を行わせる場合の直接人件

費の積算は、表１－１により行うものとする。 

１  用地調査等業務の監督補助 

 

（1） 監督補助 

監督補助は，用地調査等業務の適正な履行を確認するために必要な立会及び

検測を行うもので，これに要する直接人件費の積算は，表１により行うものと

する。 

 

 

  

② 用地調査等業務が施行されている現場において立会いを行う場合の直接

人件費の積算は、表１―２により行うものとする。 

 

    
   （注）監督補助で行う立会・検測の回数は３回を標準とするが，必要に応じて

回数を増減できるものとする。 

  

（４）調査書等の点検・調製確認 

 

１）調査書等の区分 

調査書等の点検・調製確認は、表２の区分によって行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  調査書等の点検・調製 

 

（1） 調査書等の区分 

調査書等の点検・調製は，表２の区分によって行うものとする。 



- 8 - 
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２）調査書等の点検・調製確認（土地） 

① 用地測量 

用地測量の点検・調製確認の直接人件費の積算は、表３―１により行う

ものとする。 

（2） 調査書等の点検・調製（土地） 

① 用地測量成果の点検・調製 

用地測量成果の点検・調製を行う場合の直接人件費の積算は，表３―１に

より行うものとする。 

      

注１．本表規模欄に定める面積以外の場合は、表３－２の補正率表を適用する

ものとする。なお、点検・調製確認の対象となる業務が複数ある場合は業務

毎に計上するものとする。 

注２．用地測量の点検・調製確認の直接人件費の積算に当たっては、国土調査

法第19条第５項申請図書の有無によって、対象業務毎に表３－３の補正率表

を適用するものとする。 

（注）本表規模欄に定める面積以外の場合は，表３－２の補正率表を適用し，

標準歩掛に補正率を乗じて求めるものとする。計上する人員（歩掛）は

小数第２位（小数第３位切捨て）とする。 

  

   表３－２ 略    表３－２ 略 
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② 権利者確認調査（当初） 

権利者確認調査（当初）の点検・調製確認を行う場合の直接人件費の積

算は、表４－１により行うものとする。 

②－１ 権利調査成果の点検・調製 

権利調査成果の点検・調製を行う場合の直接人件費の積算は，表４－１に

より行うものとする。 

      

注１．本表規模欄に定める面積以外の場合は、表４－２の補正率表を適用する

ものとする。なお、点検・調製確認の対象となる業務が複数ある場合は業務

毎に計上するものとする。 

注２．権利者確認調査（当初）とは、登記名義人の所在の特定（相続が発生し

ている場合には相続人の有無の確認まで）を行うものである。 

    （注）本表規模欄に定める面積以外の場合は，表４－２の補正率表を適用

し，標準歩掛に補正率を乗じて求めるものとする。計上する人員（歩

掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）とする。 

  

   表４－２ 略    表４－２ 略 

  

③ 権利者確認調査（追跡） 

権利者確認調査（追跡）の点検・調製確認の直接人件費の積算は、表４

－３により行うものとする。 

 

  

 

  注 権利者確認調査（追跡）の人数は、相続が発生している場合に権利者確認

調査（当初）で確認された相続人以降を計上するものとする。 

 

  

④ 土地利用履歴等調査 

土地利用履歴等調査の点検・調製確認の直接人経費の積算は、見積もり

を徴収して行うものとする。 

 

  

 【削除】   ②－２  権利者確認 

権利者確認を行う場合の直接人件費の積算は，表４－３により行うものと

する。 
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３）調査書等の点検・調製確認（建物） 

① 木造建物 

木造建物の点検・調製確認の区分は、表５－１によるものとし、各区分

の直接人件費の積算は、表５－２により行うものとする。 

（3） 調査書等の点検・調製（建物） 

① 木造建物補償額算定書の点検・調製 

木造建物補償額算定書の点検・調製を行う場合の区分は，表５－１による

ものとし，各区分の直接人件費の積算 は，表５－２により行うものとする。 

  

   表５－１ 略    表５－１ 略 

  

      
  注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表５－３の補正率表を適用するも

のとする。 

    （注）本表規模欄に定める面積以外の場合は，表５－３の補正率表を適用

し，標準歩掛に補正率を乗じて求めるものとする。計上する人員（歩

掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）とする。 

  

   表５－３ 略    表５－３ 略 

  

   ② 木造特殊建物 

木造特殊建物の点検・調製確認の直接人件費の積算は、表５－４により

行うものとする。 

② 木造特殊建物補償額算定書の点検・調製 

木造特殊建物補償額算定書の点検・調製の直接人件費の積算は，表５－４

により行うものとする。 

      
  注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表５－５の補正率表を適用するも

のとする。 

    （注）本表規模欄に定める面積以外の場合は，表５－５の補正率表を適用

し，標準歩掛に補正率を乗じて求めるものとする。計上する人員（歩

掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）とする。 

  

   表５－５ 略    表５－５ 略 
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   ③  非木造建物 

非木造建物の点検・調製確認の区分は、表５－６の構造別区分及び表５

－７の用途別区分によるものとし、各区分の直接人件費の積算は、表５－

８を基に次式によるものとする。 

（歩掛）＝（標準歩掛）×（表５－７による補正率）×（表５－９又は表

５－３による補正率） 

  ③ 非木造建物補償額算定書の点検・調製 

非木造建物補償額算定書の点検・調製を行う場合は，表５－６の構造別区

分及び表５－７の用途による区分によるものとし，各区分の直接人件費の積

算は，表５－８により行うものとする。 

（歩掛）＝（標準歩掛）×（表５－７による補正率）×（表５－９又は表５

－３による補正率）            

計上する人員（歩掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）とする。 

  

   表５－６及び表５－７ 略    表５－６及び表５－７ 略 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 13 - 

 

     

  注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表５－９の補正率表を適用するも

のとする。 

ただし、非木造建物Ｄにあっては、木造建物の表５－３の補正率表を適用

するものとする。 

    （注）本表規模欄に定める面積以外の場合は，表５－９の補正率表を適用

するものとする。ただし，非木造建物Ｄにあっては，木造建物の表５

－３の補正率表を適用するものとする。 

  

   表５－９ 略    表５－９ 略 

  

   ④ 建物等の法令適合性 

建物等の法令適合性の点検・調製確認を行う対象法令を建築基準法第35

④ 建物等の法令適合性の点検・調製 

建物等の法令適合性の点検・調製を行う対象法令を建築基準法第 35 条
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条（特殊建築物等の避難及び消火に関する技術的基準）、第61条（防火地

域内及び準防火地域の建築物）とし、必要に応じ施設改善費用に係る運用

益損失額の点検・調製確認を行うもので、その区分は表５－１０によるも

のとし、各区分の直接人件費の積算は、表５－１１により行うものとする。 

（特殊建築物等の避難及び消火に関する技術的基準），第 61 条（防火地域

内の建築物）及び第 62 条（準防火地域内の建築物）とし，必要に応じ施設

改善 費用に係る運用益損失額の点検・調製を行うもので，その区分は表５

－１０によるものとし，各区分の直接人件費 の積算は，表５－１１により

行うものとする。 

  

    
  

      
  

  ４）調査書等の点検・調製確認（工作物等） 

① 機械設備 

機械設備の点検・調製確認の区分は、表６－１によるものとし、各区分

の直接人件費の積算は、表６－２により行うものとする。 

なお、直接人件費の積算に当たっては次の事項に留意して行うものとす

る。 

（a）規模欄の設置面積は、機械設備が設置されている面積とするが、機

械設備本体のみでなく、配管配線、機械安全スペース等の状況を考慮し

て設定するものとする。 

（b）機械設備の高さは３メートル未満までを標準とし、３メートル以上

の機械設備が存するときは、設置面積に当該機械設備本体の設置面積を

加算するものとする。 

（4）  調査書等の点検・調製（工作物等） 

①－１  機械設備の区分 

機械設備補償額算定書の点検・調製を行う場合は，表６－１の区分による

ものとする。 

ただし，対象となる工場等に設置されている機械設備状況が次の各号のう

ち２以上該当すると認められる場合には，区分を１ランク上げることができ

るものとする。 

（例 機械設備ＢをＣとする） 

イ 機械設備の数が標準的（作業員が安全上心配なく作業できる）工場よ

り多い。 

ロ 配管，配線の系統が複雑（クロスしたり分岐，集合している）かつ多

い。 

ハ 自動（ロボット）化された機械が比較的多い。 
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ニ プラント（原材料を投入すれば製品または半製品となる）化機械（装

置）が多い。 

ホ 規模の大きな機械が多い。 

ヘ 特殊な機械が多い。 

ト 製品等の多種品の製造装置を持っている。 

チ 受電契約電圧が 6,000Ｖ以上である。 

 

    
  

 【削除】 ①－２ 機械設備補償額算定書の点検・調製 

機械設備補償額算定書の点検・調製の各区分の直接人件費の積算は，表６

－２により行うものとする。 
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なお，直接人件費の積算に当たっては，次の事項に留意して行うものとす

る。 

（a）規模欄の設置面積は，機械設備が設置されている面積とするが，機械設

備本体のみでなく，配管配線，機械安 全スペース等の状況を考慮して設

定するものとする。 

（b）機械設備の高さは，３メートル未満までを標準とし，３メートル以上の

機械設備が存するときは，設置面積に当該機械設備本体の設置面積を加算

するものとする。 

  

    
  注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－３の補正率表を適用するも

のとする。 

    （注）本表規模欄に定める面積以外の場合は，表６－３の補正率表を適用

し，標準歩掛に補正率を乗じて求めるものとする。計上する人員（歩

掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）とする。 
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   ② 生産設備   

生産設備の点検・調製確認の区分は、表６－４によるものとし、各区分

の直接人件費の積算は、表６－５により行うものとする。 

なお、生産設備ＡからＣまでの設備区域内に生産設備Ｄが存する場合に

は、生産設備Ｄは計上しないものとする。 

② 生産設備補償額算定書の点検・調製 

生産設備補償額算定書の点検・調製は，表６－４の区分によるものとし，

各区分の直接人件費の積算は，表６－ ５により行うものとする。 

なお，生産設備ＡからＣまでの設備区域内に生産設備Ｄが存する場合には

生産設備Ｄは計上しないものとする。 

  

   表６－４ 略    表６－４ 略 

  

       
  注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表６－６の補正率表を適用するも

のとする。 

    （注）本表規模欄に定める面積以外の場合は，表６－６の補正率表を適用

し，標準歩掛に補正率を乗じて求めるものとする。計上する人員（歩

掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）とする。 

  

   表６－６ 略    表６－６ 略 

  

   ③ 附帯工作物（敷地内の立竹木を含む） 

附帯工作物（敷地内の立竹木を含む）の点検・調製確認の区分は、表６

－７によるものとし、各区分の直接人件費の積算は、表６－８により行う

ものとする。 

③ 附帯工作物（敷地内の立竹木を含む）補償額算定書の点検・調製 

附帯工作物補償額算定書の点検・調製は，表６－７の区分によるものとし，

各区分の直接人件費の積算は，表６－８により行うものとする。 
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  注１．住宅等の敷地であって600㎡以上の場合は農家敷地Ａとし、農家住宅等

の敷地であって600㎡未満のときは住宅敷地Ｃとして取り扱うものとする。 

注２．附帯工作物の敷地面積の認定は、当該敷地面積から庭園として計上した

面積を控除した面積とする。 

    （注）住宅等の敷地であって 600 ㎡以上の場合は，農家敷地Ａとし，農

家敷地であって 600 ㎡未満のときは，住宅敷地Ｃとして取り扱うも

のとする。 
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  注１．工場等の敷地面積の認定は、当該敷地面積から生産設備及び建物外に設

置されている機械設備及び墓地として計上した面積を控除した面積とする。 

注２．工場等の敷地で本表規模欄に定める面積以外の場合は表６－９の補正率

表を適用するものとする。 

注３．附帯工作物の敷地面積の認定は、当該敷地面積から庭園として計上した

面積を控除した面積とする。 

    （注）１．工場等の敷地面積の認定は，当該敷地面積から生産設備及び建

物外に設置されている機械設備及び墓地として計上した面積を

控除した面積とする。 

       ２．工場等の敷地で本表規模欄に定める面積以外の場合は，表６－

９の補正率表を適用し，標準歩掛に補正率を乗じて求めるものと

する。計上する人員（歩掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）

とする。 

  

   表６－９ 略    表６－９ 略 

  

   ④ 立竹木 

立竹木の点検・調製確認は表６－１０の区分によって行うものとし、各

区分の直接人件費の積算は、表６－１１により行うものとする。この場合

の直接人件費は、次式によるものとする。 

 

式 略 

 

ただし、表６－１０の区分欄のうち庭木等に掲げるものについては③附

  ④ 立竹木補償額算定書の点検・調製 

立竹木補償額算定書の点検・調製は，表６－１０の区分によって行うもの

とし，各区分の直接人件費の積算は， 表６－１１により行うものとする。

この場合の直接人件費は次式によるものとする。 

 

式 略 

 

    ただし，表６－１０の区分欄の立木に掲げるものについては，③ 附帯工
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帯工作物（敷地内の立竹木を含む）の点検・調製確認に含めて行うものと

する。 

作物に含めるものとする。 

  

    

  ※ 表中、以下の部分 略     ※ 表中、以下の部分 略 

  

      
  注 調査区域の地形等によって表６－１２の補正率表を適用するものとする。     （注）調査区域の地形等によって表６－１２の補正を行うものとする。計

上する人員（歩掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）とする。 

  

   表６－１２ 略    表６－１２ 略 

  

   ⑤ 庭園 

庭園の点検・調製確認の区分は、表６－１３によるものとし、各区分の

直接人件費の積算は、表６－１４により行うものとする。 

⑤ 庭園補償額算定書の点検・調製 

庭園補償額算定書の点検・調製は，表６－１３の区分によって行うものと

し，各区分の直接人件費の積算は，表 ６－１４により行うものとする。 
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  注 庭園の敷地面積の認定は、当該敷地面積から附帯工作物として計上した面

積を控除した面積とする。 

 

   

      
  注 本表規模欄に定める面積以外の場合は表６－１５の補正率表を適用する

ものとする。 

    （注）本表規模欄に定める面積以外の場合は，表６－１５の補正率表を適

用し，標準歩掛に補正率を乗じて求めるものとする。計上する人員（歩

掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）とする。 

  

   表６－１５ 略    表６－１５ 略 

  

   ⑥  墳墓等 

墳墓等の点検・調製確認は、表６－１６の区分によって行うものとし、

各区分の単位当たり直接人件費の積算は、表６－１７により行うものとす

る。この場合の直接人件費は、次式によるものとする。 

 

     式 略 

⑥ 墳墓等補償額算定書の点検・調製 

墳墓等補償額算定書の点検・調製は，表６－１６の区分によって行うもの

とし，各区分の単位当たり直接人件費 の積算は，表６－１７により行うも

のとする。この場合の直接人件費は，次式によるものとする。 

 

式 略 

  

   表６－１６ 略    表６－１６ 略 
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   ⑦ 墓地管理者等調査 

墓地管理者等調査の点検・調製確認の直接人件費の積算は、見積もりを

徴収して行うものとする。 

 

  

   ⑧ 建物等の残地移転要件の該当性の検討 

建物等の残地移転要件の該当性の検討の点検・調製確認の直接人件費の

積算は、表６－１８により行うものとする。  

⑦  建物等の残地移転要件の該当性の点検・調製 

建物等の残地移転要件の該当性の点検・調製の直接人件費の積算は，表６

－１８により行うものとする。 

      
     

   ⑨ 照応建物の設計案の作成等 

照応建物の設計案の作成等の点検・調製確認の直接人件費の積算は、表

６－１９により行うものとする。 

  ⑧  照応建物の設計案等の点検・調製 

照応建物の設定案等の点検・調製の直接人件費の積算は，表６－１９によ

り行うものとする。 

  

    
  

  ５）調査書等の点検・調製確認（営業その他） 

① 営業 

（5） 調査書等の点検・調製（営業その他） 

① 営業に関する補償額算定書の点検・調製 
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営業の点検・調製確認の直接人件費の積算は、表７－１により行うもの

とする。 

ただし、営業の内容等の難易度によって表７－２の補正率表を適用する

ものとする。 

営業に関する補償額算定書の点検・調製の直接人件費の積算は，表７－１

により行うものとする。 

ただし，営業の内容等の難易度によって表７－２の補正を行うものとす

る。計上する人員（歩掛）は小数第２位 （小数第３位切捨て）とする。 

      
  注 事業所（企業）とは、土地等の取得等の対象となる敷地を使用して営業を

行っている者をいう。 

    （注）事業所（企業）とは，土地等の取得等の対象となる敷地を使用して

営業を行っている者をいう。 

  

      
  注 営業Ａとは、個人事業（白色申告又は青色申告）で、１営業所かつ１業種

のもの。 

営業Ｂとは、法人で、１営業所かつ１業種のもの。 

営業Ｃとは、個人事業（白色申告又は青色申告）で、営業所・業種のいず

れかが複数のもの、又はいずれも複数のもの。 

営業Ｄとは、法人で、営業所・業種のいずれかが複数のもの。 

営業Ｅとは、法人で、営業所・業種のいずれも複数のもの。 

なお、法人で営業所・業種が複数のもので、決算書等の分析が極めて困難

と認められるものについては、別途見積等を徴収して対応するものとする。 

    （注）１．営業Ａとは，個人事業（白色申告又は青色申告）で，１営業所

かつ１業種のもの。 

２．営業Ｂとは，法人で，１営業所かつ１業種のもの。 

３．営業Ｃとは，個人事業（白色申告又は青色申告）で，営業所・

業種のいずれかが複数のもの，又はいずれも複数のもの。 

４．営業Ｄとは，法人で，営業所・業種のいずれかが複数のもの。 

５．営業Ｅとは，法人で，営業所・業種のいずれも複数のもの。 

         なお，法人で営業所・業種が複数のもので，決算書等の分析が

極めて困難と認められるものについては，別途見積等を徴収して

対応するものとする。 

  

   ② 仮営業所設置工事費用 

仮営業所設置工事費用の点検・調製確認の直接人件費の積算は、表７－

３により行うものとする。 

  ② 仮営業所設置工事費用の点検・調製 

仮営業所設置工事費用の点検・調製の直接人件費の積算は，表７－３によ

り行うものとする。 
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   ③ 動産（居住者調査を含む。） 

動産（居住者調査を含む。）の点検・調製確認の直接人件費の積算は、

表７－４により行うものとする。 

③ 動産に関する補償額算定書の点検・調製 

動産に関する補償額算定書の点検・調製の直接人件費の積算は，表７－４

により行うものとする。 

      
  注 区分が店舗、事務所、工場及び倉庫にあって本表の規模欄に定める面積以

外の場合は、表７－５の補正率表を適用するものとする。 

    （注）区分が店舗，事務所，工場及び倉庫にあって本表の規模欄に定める

面積以外の場合は，表７－５の補正率表を適用し，標準歩掛に補正率

を乗じて求めるものとする。計上する人員（歩掛）は小数第２位（小

数第３位切捨 て）とする。 

  

   表７－５ 略    表７－５ 略 

  

   ④ その他通損 

その他通損の点検・調製確認の直接人件費の積算は、表７－６により行

うものとする。 

  ④ その他通損に関する補償額算定書の点検・調製 

その他通損に関する補償額算定書の点検・調製の直接人件費の積算は，表

７－６により行うものとする。 

      
  

  ６）調査書等の点検・調製確認（消費税等調査） 

① 消費税等調査 

消費税等調査の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表８によ

り行うものとする。 

（6） 調査書等の点検・調製（消費税等） 

① 消費税等に関する点検・調製 

消費税等に関する点検・調製に要する直接人件費の積算は，表８により行

うものとする。 
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  ７）調査書等の点検・調整確認（予備調査） 

① 敷地使用実態の調査 

敷地使用実態の調査の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表

９－１によるものとする。 

 

  

 

  注１．本表規模欄の面積は、当該権利者が使用している敷地の全部を指すもの

ではなく、土地の取得等に伴い移転計画案を検討する上で調査が必要と認め

られる面積をいう。 

注２．本表規模欄に定める面積以外の場合には、表９－２の補正率表を適用す

るものとする。 

 

  

  

 

  

   ② 建物調査 

建物調査の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表９－３によ

るものとする。 

 

  

 

  注１．建物は、木造、非木造の区分を行わないものとする。 

注２．本表規模欄に定める建物延べ面積以外の建物は、表９－４の補正率表を

適用するものとする。 
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   ③ 機械設備等調査 

機械設備等調査の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表９－

５によるものとする。 

 

  

 

  注 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表９－６の補正率表を適用するも

のとする。 

 

  

  

 

  

   ④ 移転計画案の作成 

移転計画案の作成の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表９

－７によるものとする。 

 

  

 

  注１．敷地面積は、事業用地として取得等を行う面積を含めた移転計画案の概  
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略の作成に想定される面積とする。 

注２．本表規模欄の面積以外の場合は、表９－８の補正率表を適用するものと

する。 

  

  

 

  

８）調査書等の点検・調製確認（移転工法案の検討） 

① 敷地使用実態の調査 

敷地使用実態の調査の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表

１０－１によるものとする。 

 

 

 

  

（7） 調査書等の点検・調製（移転工法） 

  注１．本表規模欄の面積は、当該権利者が使用している敷地の全部を指すもの

ではなく、土地の取得等に伴い移転工法を認定する上で調査が必要と認めら

れる面積をいう。 

注２．本表規模欄に定める面積以外の場合には、表１０－２の補正率表を適用

するものとする。 
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   ② 移転工法案の作成 

移転工法案の作成の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表１

０－３によるものとする。 

① 移転工法案の点検・調製 

移転工法案の点検・調製に要する直接人件費の積算は，表９－１によるも

のとする。 

      
  注１．敷地面積は、事業用地として取得等を行う面積を含めた移転工法案作成

に想定される範囲の面積とする。 

注２．敷地面積が本表規模欄に定める面積以外の場合は、表１０－４の補正率

表を適用するものとする。 

 

    （注）１．敷地面積は，事業用地として取得等を行う面積を含めた移転工

法案作成に想定される範囲の面積とする。 

２．敷地面積が本表規模欄に定める面積以外の場合は，表９－２

の補正率表を適用し，標準歩掛に補正率を 乗じて求めるものと

する。計上する人員（歩掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）

とする。 

  

   表１０－４    表９－２ 

    表 略     表 略 

  

  ９）調査書等の点検・調製確認（土地評価） 

① 標準地価格 

標準地価格の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表１１－１

により行うものとする。 

（8） 調査書等の点検・調製（土地評価） 

① 標準地価格の点検・調製 

標準地価格の点検・調製に要する直接人件費の積算は，表１０－１により

行うものとする。 

      
  注 複数の標準地価格を点検・調製確認する場合の直接人件費の積算は、次式

により行うものとする。 

 

標準地価格の点検・調製確認直接人件費 ＝ 標準地数 × 単 価 

    （注）複数の標準地価格を点検・調製する場合の直接人件費の積算は，次

式により行うものとする。 

 

標準地価格の点検・調製直接人件費 ＝ 標準地数 × 単 価 

  

   ② 各画地の評価格 

各画地の評価格の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表１１

－２によるものとする。 

  ② 各画地の評価格の点検・調製 

各画地の評価格の点検・調製に要する直接人件費の積算は，表１０－２に

よるものとする。 
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  注 複数の画地の評価格を点検・調製確認する場合の直接人件費の積算は、次

式により行うものとする。 

 

各画地の評価格の点検・調製確認直接人件費 ＝ 画地数 × 単 価 

    （注）各画地の評価格の点検・調製業務費は，１業務当たりの画地数によ

って次式によるものとする。 

 

各画地の評価格点検・調製直接人件費 ＝ 画地数 × 単 価 

  

   ③ 残地補償 

残地補償の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表１１－３に

より行うものとする。 

  ③ 残地補償額の点検・調製 

残地補償額の点検・調製に要する直接人件費の積算は，表１０－３により

行うものとする。 

      
  注 複数の残地補償を点検・調製確認する場合の直接人件費の積算は、次式に

より行うものとする。 

 

残地補償の点検・調製確認直接人件費 ＝ 対象画地数 × 単 価 

    （注）残地補償額の点検・調製業務費は，残地補償対象数によって次式に

より行うものとする。 

 

残地補償額点検・調製直接人件費 ＝ 対象画地数 × 単 価 

  

  10）調査書等の点検・調製確認（事業損失調査） 

① 地盤変動影響調査等 

地盤変動影響調査等の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表

１２－１により行うものとする。 

（9） 調査書等の点検・調製（事業損失） 

① 用負担額算定書の点検・調製 

費用負担額算定書の点検・調製に要する直接人件費の積算は，表１１によ

り行うものとする。 

      
  注１．木造特殊建物は、木造建物として取り扱うものとする。 

注２．本表規模欄に定める面積以外の場合は、木造建物については表５－３の

補正率表を、非木造建物については表５－９の補正率表を、工作物について

    （注）１．木造特殊建物は，木造建物として取り扱うものとする。 

２．本表規模欄に定める面積以外の場合は，木造建物については

表５－３の補正率を，非木造建物について は表５－９の補正
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は表１２－２の補正率表をそれぞれ適用するものとする。 

ただし、建物１棟が複数の区分所有者によって共同所有となっているとき

は、共有持分を１戸として計上するものとする。 

率表を，工作物については表１１－２の補正率をそれぞれ適用

するものとする。計上する人員（歩掛）は小数第２位（小数第

３位切捨て）とする。 

ただし，建物１棟が複数の区分所有者によって共同所有とな

っているときは，共有持分を１戸として計上するものとする。 

  

   表１２－２    表１１－２ 

    表 略     表 略 

  

   ② その他の事業損失調査 

地盤変動影響調査等以外の事業損失調査の点検・調製確認を行う場合の

直接人件費は、見積もりを徴収して行うものとする。 

 

  

  11） 調査書等の点検・調製確認（再算定業務） 

① 再算定業務 

再算定後の調査書等の点検・調製確認に要する直接人件費の積算は、表

５－２、５－４、５－８、５－１１、６－２、６－５、６－８、６－１１、

６－１４、６－１７、６－１９、７－３、７－４、７－６の歩掛りのうち、

「算定内業」により行うものとする。 

（10） 調査書等の点検・調製（再算定） 

再算定後の調査書等の点検・調製に要する直接人件費の積算は、表５－２、

５－４、５－８、５－１１、６－２、 ６－５、６－８、６－１１、６－１４、

６－１７、６－１９、７－３、７－４、７－６の歩掛りのうち、「算定内業」

により行うものとする。 

  

（５）用地関係資料の作成 ３  用地関係資料の作成等 

  

１）資料作成 

資料作成は、次に掲げる資料（図面を除く。）の作成を行うもので、これ

に要する直接人件費の積算は、表１３－１により行うものとする。 

 

① 権利者等との用地交渉等に用いる説明資料 

② 官公署、関係機関等との協議、申請、照会等に係る資料 

③ 補償金額又は費用負担額の算定に係る補足資料 

   【削除】 

（1）協議用資料作成 

① 協議用資料作成 

協議用資料作成は，次の項目に係る資料の集計，整理並びに作成を行うも

ので，これに要する直接人件費の積算 は，表１２－１により行うものとする。 

（a）権利者との用地交渉に係る関係資料 

（b）官公署，関係機関等との協議，申請，照会等に係る資料 

（c）補償金額又は費用負担額の算定に係る補足資料 

（d）用地関係業務の施行に係る基礎資料 
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  注１．用紙の規格は日本産業規格を標準とする。 

注２．資料作成（定型）とは、資料作成（非定型）以外の軽易な資料の作成を

いう。 

注３．資料作成（非定型）とは、受注者の創意工夫に基づく高度な資料の作成

をいう。 

注４．戸籍簿等を貸与して相続関係説明図の作成を行う場合は、資料作成（定

型）を適用するものとする。 

    （注）１．用紙の規格は，日本工業規格Ａ列４判（新規作成）を標準とす

る。 

       ２．資料作成枚数は，表１２－２の枚数換算表を適用するものとす

る。 

３．協議用資料作成（定型）とは，様式が定められた資料の作成

をいう。 

  

 【削除】 

    
  

  ２）図面作成 

図面作成は１）資料作成の①から③に係る図面の作成を行うもので、これ

に要する直接人件費の積算は、表１３－２により行うものとする。 

 

 

 

  ②  図面作成 

図面作成は，①協議用資料作成の項目に係る図面の作成を行うもので，こ

れに要する直接人件費の積算は，表１２－３により行うものとする。 

  

    

  注 用紙の規格は日本産業規格を標準とする。     （注）１．用紙の規格は，日本工業規格Ａ列４判（新規作成）を標準とす

る。 

       ２．資料作成枚数は，表１２－４の枚数換算表を適用するものとす

る。 

 【削除】 

    
  

【削除】 

 【削除】 

（2） 計算書等（敷地内の立竹木の再算定を含む。）の作成 

①  計算書等の作成 

計算書等の作成は，建物移転料計算書及び附帯工作物補償額算定書の作成
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のほか，附帯工作物のうち敷地内の立竹木の再算定を行うもので，表６－７

の附帯工作物の区分によるものとし，各区分の直接人件費の積算は，表１２

－５により行うものとする。 

 

    
     （注）１．工場，神社，仏閣等の敷地面積の認定は，当該敷地面積から生

産設備及び建物外に設置されている機械設備及び墓地として計

上した面積を控除した面積とする。 

２．工場，神社，仏閣等の敷地で本表規模欄に定める面積以外の

場合は，表６－９の補正率表を適用し，標準歩掛に補正率を乗

じて求めるものとする。計上する人員（歩掛）は小数第２位（小

数第３位切捨て）とする。 

  

 【削除】   ② 動産に関する再算定 

動産に関する補償額算定書の点検・調製の直接人件費の積算は，表１２－

６により行うものとする。 



- 33 - 

 

    
     （注）区分が店舗，事務所，工場及び倉庫にあって本表の規模欄に定める

面積以外の場合は，表７－５の補正率表を適用し，標準歩掛に補正率

を乗じて求めるものとする。計上する人員（歩掛）は小数第２位（小

数第３位切捨て）とする。 

  

 【削除】   ③ その他通損に関する再算定 

その他通損に関する再算定の直接人件費の積算は，表１２－７により行う

ものとする。 

 

    
  

（６）記録簿等の作成 ４ 記録簿等の作成 

  

  １）記録簿作成 

記録簿作成は、権利者等との用地交渉等に係る用地交渉等記録簿の作成を

行うもので、これに要する直接人件費の積算は、表１４－１により行うもの

（1） 記録簿の作成 

記録簿の作成は，権利者との用地交渉に係る用地交渉記録簿の作成を行うも

ので，これに要する直接人件費の積算 は，表１３－１により行うものとする。 
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とする。 

  
    

  注 本表は表１４－２の区分ハを基準としたものであり、これ以外の区分の場

合は、表１４－２の補正率表を適用するものとする。 

    （注）本表の歩掛りは，表１３－２の区分ハを基準としたものであり，表

１３－２の補正率表を適用し，標準歩掛に補正率を乗じて求めるもの

とする。計上する人員（歩掛）は小数第２位（小数第３位切捨て）と

する。 

  

  
    

  

  ２）協議簿作成 

協議簿作成は、官公署、関係機関等との協議等に係る打合せ協議簿の作成

を行うもので、これに要する直接人件費の積算は、表１４－３により行うも

のとする。 

（2） 協議簿の作成 

協議簿の作成は，官公署，関係機関等との協議等に係る打合せ協議簿の作成

を行うもので，これに要する直接人件 費の積算は，表１３－３により行うも

のとする。 

  
    

  

（７）資料収集調査 

資料収集調査に要する直接人件費の積算は、表１５により行うものとする。 
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（８）現地確認調査 ５ 現地確認調査 

  

   現地確認調査に要する直接人件費の積算は、表１６により行うものとする。   現地確認調査に要する直接人件費の積算は，表１４により行うものとする。 

  

    
  

（９）成果物のとりまとめ 

成果物のとりまとめに要する直接人件費の積算は、表１７により行うものと

する。 

 

  

 

  

 【削除】 ６ 報告書の作成 

  

   報告書の作成に要する直接人件費の積算は，表１５により行うものとする。 

 

    
  

 

 【削除】 第３節 用地関係資料作成整理等業務費積算基準（参考資料） 

  

第６ 設計等における数値の扱い ３－１ 設計等における数値の扱い 

  

（１）設計単価等の扱い １ 設計単価等の扱い 

  

   設計に使用する単価は、消費税及び地方消費税抜きで積算するものとする。

交通運賃等の内税で表示されている単価については、次式により求めた単価と

する。 

（設計に使用する単価）＝（内税単価）÷（１＋消費税等税率） 

  設計に使用する単価は、消費税抜きで積算するものとする。交通運賃等の内税

で表示されている単価については、次式により求めた単価とする。 

（設計に使用する単価）＝（内税単価）÷（１＋消費税率） 

なお、算出された単価に端数が生じる場合は、１円単位（１円未満切捨て）と
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なお、算出された単価に端数が生じる場合は、１円単位（１円未満切捨て）

とする。 

する。 

  

（２）端数処理等の方法 ２ 端数処理等の方法 

  

１）数量 

設計数量は小数第３位（小数第４位四捨五入）まで算出する。 

 

２）単価（単価表及び内訳書の各構成要素の単価） 

補正及び変化率等により単価に端数が生じる場合は、１円単位（１円未満

切捨て）とする。 

３）補正の扱い 

標準歩掛を補正する場合、補正係数を乗じた歩掛は小数第２位（小数第３

位切捨て）とする。 

４）補正率（係数） 

規定された規模補正を超える場合においては、見積もりを徴収するなど、

適正に補正を行うものとする。なお、補正率（係数）を算出する際は、小数

第２位（小数第３位切捨て）までとする。 

 

５）金額 

各構成要素の金額（設計数量×単価）は１円単位（１円未満切捨て）とす

る。 

６）単価表の合計金額 

原則として、端数処理は行わない。 

７）内訳書の合計金額 

原則として、端数処理は行わない。 

８）経費を算出する際の係数 

経費を算出する際の係数（α／（１－α）など）の端数は、個別に明記さ

れている場合を除き、パーセント表示の小数第２位（小数第３位四捨五入）

まで算出する。 

９）業務価格 

業務価格は、1,000円単位とする。1,000円単位での調整は直接原価、間接

原価、一般管理費等の計においてそれぞれ端数整理（1,000円単位で切捨て。）

するものとする。 

（1） 数量 

数量に補正を行う場合，補正係数を乗じた設計数量は，小数第３位（小数第

４位四捨五入）まで算出する。 

（2） 単価（単価表及び内訳書の各構成要素の単価） 

補正及び変化率等により単価に端数が生じる場合は，１円単位（１円未満切

捨て）とする。 

 

 

 

（3） 補正率（係数）及び変化率 

規定された規模補正を超える場合においては、見積もりを徴収するなど、適

正に補正を行うものとする。 

なお、補正率（係数）及び変化率は，小数第２位（小数第３位切捨て）まで

算出する。 

（4） 金額 

各構成要素の金額（設計数量×単価）は，１円単位（１円未満切捨て）とす

る。 

（5） 単価表の合計金額 

原則として，端数処理は行わない。 

（6） 内訳書の合計金額 

原則として，端数処理は行わない。 

（7） 経費を算出する際の係数 

経費を算出する際の係数（α／（１－α）など）の端数は，個別に明記され

ている場合を除き，パーセント表示の小数第２位（小数第３位四捨五入）まで

算出する。 

（8） 業務価格 

業務価格は，原則として 1,000 円単位とする。1,000 円単位での調整は直

接原価、間接原価、一般管理費等の計においてそれぞれ端数整理（1,000円単

位で切捨て。）するものとする。 
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（３）設計表示単位 ３ 設計表示単位 

  

１）設計表示単位の取扱い 

① 設計表示単位及び数位は、次項以降の2)設計表示単位一覧のとおりとす

る。 

② 設計数量が設計表示単位に満たない場合は、有効数字１桁（有効数字２

桁目四捨五入）の数量を設計表示単位とする。 

③ 2)設計表示単位一覧以外の工種について設計表示単位を定める必要が

生じた場合は2)設計表示単位一覧及び業務内容等を勘案して適正に定め

るものとする。 

④ 設計計上数量は、算出された数量を設計表示単位に四捨五入して求める

ものとする。 

⑤ 設計表示単位及び数位の適用は各細別毎を原則とし、工種・種別は１式

を原則とする。 

⑥ 契約数量は設計計上数量とする。 

⑦ 設計表示数位に満たない設計変更は契約変更の対象としないものとす

る。 

【削除】 

（1） 設計表示単位の取扱い 

① 設計表示単位及び数量は，次項以降の(2)設計表示単位一覧のとおりとす

る。 

② 設計数量が設計表示単位に満たない場合は，有効数字１桁（有効数字２桁

目四捨五入）の数量を設計表示単位と する。 

③ (2)設計表示単位一覧以外の工種について設計表示単位を定める必要が生

じた場合は，(2)設計表示単位一覧及び 業務内容等を勘案して適正に定める

ものとする。 

④ 設計計上数量は，算出された数量を設計表示単位に四捨五入して求めるも

のとする。 

⑤ 設計表示単位及び数位の適用は各細別毎を原則として，工種・種別は１式

を原則とする。 

⑥ 契約数量は設計計上数量とする。 

⑦ 設計表示数位に満たない設計変更は契約変更の対象としないものとする。 

 

⑧ 単価契約には設計表示単位及び数位は適用しない。 

  

  ２）設計表示単位一覧 （2） 設計表示単位一覧 
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  注 数量が1,000㎡未満の場合は数位を10㎡とする。  （注）数量が 1,000 ㎡未満の場合は数位を 10 ㎡とする。 

  

第７  技術者の職種区分 ３－２ 技術者の職種区分 

  

   用地調査点検等技術業務における技術者の職種名、標準歩掛に表示する職種

は次のとおりとする。 

  用地関係資料作成整理等業務における技術者の職種名，標準歩掛に表示する職

種は，次のとおりとする。 

  

  ※ 職種名・表示職種の区分表 略   ※ 職種名・表示職種の区分表 略 

  

第８ 履行期間 ３－３ 履行期間 

  

   履行期間の算定は、用地調査等業務費積算基準「第３」の「５履行期間の算

定」により算出するものとする。なお、その他業務履行上必要な日数の加算に

あたっては用地取得計画及び発注内容を考慮のうえ十分な日数を加算するも

のとする。 

  履行期間は，契約締結の翌日から本業務の終期までの期間とする。 

  

 【削除】 ３－４ 旅費交通費 

  

   旅費交通費は，国土交通省の定める設計業務等標準積算基準書（参考資料）第

１編総則第２章積算基準（参考資料）第１節積算基準の１－３旅費交通費及び岐

阜県独自の運用を定める設計業務等資料の旅費交通費に適用するものとし，１回

当りの連絡車（ライトバン）運転費は，次のとおりとする。 
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第９ 登記簿等交付手数料 ３－５ 登記簿等閲覧手数料 

  

   登記簿等の交付手数料の積算は、次表により算出した数量に、登記手数料令

（昭和24年5月31日政令第140号）第２条及び第３条に規定する手数料額に区分

毎の数量を乗じて得た額の合計とし，次式により消費税等税率で割り戻した金

額（１円未満切捨て）を、直接経費として計上するものとする。 

 

 

 

（登記簿等交付手数料）＝（手数料額）×（数量）÷（１＋消費税等税率） 

ただし、一般管理費等の対象とはしないものとする。 

  登記簿等閲覧手数料については、公用の無料交付申請書による場合は、計上し

ないものとする。なお、公用の無料交付申請書によらない場合は、中部地方整備

局の用地測量業務請負積算要領と同様に積算歩掛け追加して取り扱うものとす

る。なお、積算については、次表により算出した数量に，登記手数料令（昭和 24 

年 5 月 31 日政令第 140 号）第３条に規定する手数料額に区分毎の数量を乗じ

て得た額の合計とし，次式により消費税率で割り戻した金額とする。 （１円未

満切捨て） 

（登記簿等閲覧手数料）＝（手数料額）×（作業量）÷（１＋消費税率） 

なお，登記簿等閲覧手数料は，一般管理費等の対象とはしない。 

    
  地図等とは、地図、建物所在図又は地図に準ずる図面、土地所在図等とは、土

地所在図、地積測量図、地役権図面、建物図面又は各階平面図をいう。 

 

  

 【削除】 ３－６ 打合せ協議 

  

 （1） 打合せ協議については，往復旅行時間にかかる基準日額が含まれる。これに

要する旅費交通費は，往復旅行に係わる交通費のみを計上する。 

（2） 打合せ協議に係わる技術者の旅費交通費に計上される基準日額は，直接人件

費としてその他原価の対象とする。 

  

 【削除】 ３－７ 技術者・労務単価 

  

   直接人件費の基準日額（技術者単価）は，岐阜県が別途通知する「設計業務委
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託等技術者単価」によるものとし，労務単価は，岐阜県が別途通知する「公共工

事設計労務単価」によるものとする。 

  

第１０ 予定価格の算定の適用年月 ３－８  予定価格の算定の適用年月 

  

    本文 略     本文 略 

  

 

 


